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 序
われわれの社会で企業が果たす役割は大きい。それだけに企業は企業内部
の生活世界を持ちそこに影響を与えるのはもちろんのこと、その外部にまで
も影響を与える。
外部にもさまざまな要素が含まれているが、われわれは本稿では、労働者
とその家族という面に注目したいのである。
つまり、企業はそこで働く労働者ないし企業構成員に対して、企業内生活
のみならず企業外の私的生活としての家族生活までを管理監督下に入れよう
とする姿を確認したいのである。
このことを考察するに当たってはさまざまな接近法があることをわれわれ
は知っている。
企業論の立場から問題を検討し、まず企業ないし管理の原理を究明してこ
れとの関連で家族を含めた市民に対する企業の影響を明らかにしようとする
立場がある。企業論に基づく企業社会の特質論の議論がそれに相当する1)。
次にまた、企業が立地している地域との関わりで当該地域にどのような影
響を与えるのかを考察しようとする立場がある。この多くは社会学的研究で
あり主として大企業が立地している地域の経済・行政・家族にどのような影
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1) 企業論に基づく企業社会特質論の研究には、次のものがある。
村田和彦『経営学原理』(中央経済社、2006年)。
響を与えるのかを実証研究的に明らかにしようとするのである2)。
尚、特に地域との関連だけではなく社会との関連で企業を捉え、社会の特
質を明らかにする立場がある。企業論から出発するのではなく社会学に足場
を置きながら議論する企業社会学がそれに相当する3)。
また、家族の方から問題を検討し、特に社会学的立場からこれを検討しこ
れへの企業からの影響を考える立場がある。家族社会学のひとつの分野で展
開されている議論がこれに相当する4)。
さらに、家族の方から問題を検討し、特に精神分析学的立場からこれを検
討しこれへの企業からの影響を考える立場がある。精神分析学的家族論の議
論がこれに相当する5)。
われわれは、これらの接近法のうちでは、まず企業の行動原理を明らかに
した上でそれとの関連で社会を見るという立場を取りたい。
しかし、それをするためには企業の行動原理を明確にする作業が先行する
必要がある。
ところが、今のわれわれはそれを模索する途上である。
そこでわれわれは、企業の行動原理との関連において家族への企業行動の
渡 辺 敏 雄2
2) 大企業とその立地する地域との関係の実証的・理論的研究には、例えば次のものがあ
る。
職業・生活研究会(編)『企業社会と人間―トヨタの労働、生活、地域―』(法律文化
社、1994年)。
舘 逸雄(編)『巨大企業の進出と住民生活―君津市における地域開発の展開―』(東
京大学出版会､ 1981年)。
3) 企業社会学の研究には、例えば次のものがある。
基礎経済科学研究所(編)『日本型企業社会の構造』(労働旬報社、1992年)。
渡辺 治(編)『変貌する＜企業社会＞日本』(旬報社、2004年)。
4) 家族社会学の研究には、例えば次のものがある。
野々山久也(編)『論点ハンドブック 家族社会学』(世界思想社、2009年)。
5) 精神分析学的立場から行なわれる家族の研究には、例えば次のものがある。
妙木浩之『父親崩壊』(新書館、1997年)。
われわれは企業と家族を含めた社会との関連についての研究の構想を区別してきた
がこれらの境界はもとより明確ではなく、家族研究というテーマが学際的な性格を帯
びているだけに一層そのようである。
特に、大企業と地域との関連の研究からする家族研究、企業社会学からする家族研
究、家族社会学からする家族研究は研究者も接近方法も境界流動的である。
影響を位置づけると言うよりも、取り敢えず本稿では、そうした影響につい
て事実の紹介を行なった資料的文献を見て、その文献から読み取れる含意を
拾い上げる作業を行ないたい。
その際、われわれは、木下律子氏の資料的文献を見たい。氏の『妻たちの
企業戦争』(社会思想社 (現代教養文庫)、1988年) は、企業行動が私的生活
としての家族生活に影響を与える姿を考える上で貴重な文献である。
われわれは、Ⅱでこの文献をわれわれの関心に沿って要約しよう6)。
 社宅の鬱屈
（1）幽閉の社宅人形
木下氏は、ある会社の社宅に入った女性の鬱屈を次のように紹介する。
夫たちが職場を同じくする社宅だから、何でも知られ、覗き込まれている
息苦しさを味わう。自分が勤めているわけではなく、たかが夫の会社だと彼
女は思う (15頁)。ところが、この社宅には妻たちに夫の出世を不断に意識
させる仕掛けがある。部屋には 2DKと 3DKがあって、どちらに住むのか
は、夫の職階が決める (17頁)。
その人は、長男の出産を契機に退職した。子供のことを理由に会社を休む
ことはできないと夫が明言したからである。会社というのは、家庭の都合を
職場に持ち込む男性は、生存できないようになっているのである (28頁)。
しかし、彼女は、隣の市にできた共同保育の場に子供を連れていくうちに、
子供と社宅の中に籠もっている専業主婦ではなしに、個人としての人生を持
ちたいと思うようになった。
そのためには、自分の経済力を付けることが先決である。しかし、これに
はまた障害が出てきた。夫が、新聞や乳飲料の宅配の話に強硬に反発してき
たのである。妻がそうした仕事をしていると会社に知れたら、自分の面子が
なくなるというのである。夫は、極度に対面を気にするのである。夫にとっ
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6) われわれは、以下Ⅱの本文と脚注の引用をすべて、木下、前掲書から行なうので、特
に断らない限り頁数はこの書物のものである。
ては、新聞や乳飲料の宅配をする妻は、異端者なのである。彼女は結局、社
員夫人に相応しくないとして、新聞配達の計画を諦めさせられた (2831頁)。
社員夫人として自分を規定するか、個人として自分を規定するのか、これ
がこの階層の夫を持つ女性の生きる方向を分ける (31頁)。
彼女が、外の世界で経験して分かったことは、自分と同じ若い主婦層に危
機感が広まっていることであった。終日、子供と向かい合っている閉塞感か
ら抜け出したいという思いと、子育て後の長い人生のための準備をしなけれ
ばならないという思いから、さまざまな試行錯誤が繰り返されているという
のが実態であった。しかし、社宅内の主婦達は、そうした世界とは別世界に
生きているかのように、家庭に根を下ろして座りこんで動こうとしないので
あった (32頁)。
社宅の妻たちが仕事を持とうとしないのは、一種の会社の方針とも関わっ
ている。
それは、転勤と社宅間転居の政策である。
「転勤は社員に対する至上命令で、拒否することができない点は、旧軍隊
とかわりない｡」(34頁)
この政策によって、いずれ転勤になるからという発想が、妻たちが自分の
人生を持つことを抑止することに繋がる。このことについては、どうせ辞め
るから何もしない､「どうせ死ぬのだから生きたってしかたない」(35頁) と
いう地点に繋がる程の廃頽的な妻たちの発想にも問題があるが、社の人間の
使い方にも問題がある (35頁)。
将棋のコマのように社員を動かすだけでなく、その妻に対しても、付き従
うことを要求してくるのである (35頁)。社は「海外に赴任する社員は必ず
妻を同行させるべし」という通達を出した。ここに見られる考えは、働き盛
りの男は、妻の世話がなくては一人前の仕事ができないというものであり、
また、単身で赴任する社員は、出世コースから外すという宣言でもあった。
こうした形で、社員の妻たちは、自分たちの人生を社に管理されていく。
妻たちが突然別の土地へと移されるのは転勤だけではなく、社宅間転居の
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政策にもよっている。つまり、夫が出世して職階が上がったら、別の社宅へ
移れという命令が出るのである。
主人公の女性の夫にも、転勤命令が来た (3739頁)。
行き先は、東南アジアのある国の首都である。上司からは２年間で帰れる
予定であると聞かされ、夫は当然家族を連れていくと思われていた。だが、
彼女は長男の教育を理由に日本に居残りを決意し、夫は単身赴任した。妻の
同行しなくても良い場合は､「舅姑の看病」と「子供の進学」である (35頁)。
この理由とは必ずしも合致しないが彼女は、同行しなかった7)。
彼女は、余り気が進まなかったが、夫の出発後、会社へ挨拶に出掛けた。
そこで彼女は、夫の上司に、夫の赴任先は治安の面の心配はないか、赴任は
２年間より延びはしないかを問い糺した。
彼女のこの行動が、大評判になった。つまり、治安がどうのと会社の方針
に疑問を持つようなことを言ったというのである。社員の妻たるもの、夫が
何処に送られようが、黙って付いていって内助を尽くしていれば良いという
のである (4041頁)。約束通り夫を帰して下さいという彼女の発言は､「家
庭と会社を対等の位置に置こうとする傲慢さであり、神をも会社をも恐れぬ
ふるまい」(41頁) とまで受け取られた。
彼女は生身の夫と向かい合おうとしているのに、夫は社の方針を力説する
企業人であり、夫の後ろには、上司がいて、都心のビルがある (48頁)。
個人としての夫と会社の間にずれがあれば、彼女と語り合うことができる
のに、両者は張り付いているのである (48頁)。
結局、彼女は、別居から離婚の道を選択したのであった (4856頁)。
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7) 空港から出発する夫を見送りに行ったことは行ったが、そこに来ていたのは、夫の上
司や同僚たちであって、夫と私的な会話等する時間はなかった。夫は、会社の人々の
声に送られゲートに入ろうとしたその時、夫のアシスタント役に付いていた女子社員
が､「かけよって涙をぽろぽろ流した｡」(39頁) 彼女は頭を殴られた思いがした。一
日中妻よりも長時間を夫と接し、一緒に苦労してきた女子社員は、夫と強い精神的な
結び付きを持っている。これに対して、自分と夫との間には、これに匹敵するほど共
に生きた蓄積があるのだろうかという疑問が生じた。彼女が、夫をもう会社に奪われ
てしまったと思ったのも無理はない。
（2）異端者の排除
第２の事例は、幼児教育の専門家の女性が社宅に入ってきたことが発端と
なる問題の発展である。
彼女は、その専門性を活かし、また社宅の少数の女性の盛り上げにも助け
られて、幼児教室を開くことになった (5961頁)。結局社宅の半数以上の家
から40人の子供が通う教室になった。彼女の家を週２回、10時半から５時ま
で開放し、教室の対象は小学校２年までの子供たちであった。
彼女の幼児教室は、子供がやる気を起こすまで待つという教育方針によっ
て、物怖じしていた子供をはっきりものの言える子にする効果を持ち、また
他方で才能開発の側面を持ち、小学校の低学年の子の一人はテストの成績が
跳ね上がった。この盛り上がりを契機に彼女は他の社宅住民にも呼びかけ、
大々的な親睦パーティーを開催した (6263頁)。
こうした動きに対して、社宅の管理を担当していた社の総務課は、まず彼
女の夫を呼びだした。それで効き目がないと見ると次に、次の通達を出した
(6667頁)。
「社宅内部で行事を開くときには、あらかじめ総務課に届け出ること。社
宅内部においては、営利目的の行為は一切禁止する｡」(67頁)
これに対して、社宅の男性たちは、総務課に掛け合いに行くか、あるいは
話し合いを提案したが、概ね、総務課には柔軟な判断をする能力等はないか
ら、これ以上掛け合っても無駄であるということになった。
社宅の男性たちにとっては､「子供のことはやはりどこか他人事でしかな
かったのだ｡」(68頁)
子供を丸ごと抱えて生きている女性の方は、そのようには納まらず、幼児
教室をどうするのかを巡って激論が続いた。
その時、幼児教室を開いている彼女が持ち出したのは、次の社宅管理規定
である。
「会社は、社宅使用者が他の居住者に迷惑を及ぼす行為をしたとき、他の
社宅への移転を命じることができる｡」(69頁)
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ここにある「迷惑を及ぼす」という言葉は、そこにどのような内容も盛り
込める抽象的な表現であって、どのような積極的な行為も､「それを不愉快
に思う人が必ずいる｡」(69頁)
そして不愉快な思いをしたから迷惑を受けたと称することもできるのであ
る。会社はこの規定によって社宅住民の生活をどのようにでも操作できる立
場にいることが判明したのである (69頁)。
さらに、今ひとつ活動の継続を躊躇させる要因があった。
それは、総務係へ事態を匿名で電話した主婦がいて、そのなかには、幼児
教室の外部で教室に反感を抱いている主婦のみならず、幼児教室へ参加して
いる子供たちの母親もいることが判明したことであった (6970頁)。さらに
幼児教室が頓挫した背景には、幼児教室の開設以来、主婦たちの派閥地図が
塗り替えられていったという事態があった。これまでのボスであった女性の
グループは、教室の隆盛のために寂れた。ボスとその側近たちは、行動に遠
慮のない先生に「激しい反感を抱いた｡」(71頁) このグループの中には、本
心ではわが子を教室に通わせたいが、ボスへの気兼ねからできずに、屈折し
た思いを抱いていた者もあった。彼女らからは、幼児教室の取り巻きは、目
障りな別の派閥にしか映らなかった (71頁)。
こうした状況の中で、気に入らない人物の足を引っ張りたい時、不愉快な
状況を変えたい時、妻たちは会社という権力を使って目的を遂げようとした
のである。
こうした匿名電話がある以前に、もともと会社と社宅の女性たちとの関係
は密接であった8)。各棟に一人ずつ、総務から問い合わせがあった時に、社
宅内の出来事を報告する役目を果たす奥さんがいる程であった。
こうして社宅の生活ないし私生活が会社に監視されていったのである (72
頁)。
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8) 幼児教室活動で揺れた社宅にも一組の総務課員夫婦がいた。そこの妻は、幼児教室に
反感を持つ人々が話に来て会社に取り締まってもらおうとした時に、会社への直接電
話を勧めて、総務課への電話を煽り立てたのであった。
こうした行為の背景には、総務課の任務というものがある。
つまり、社宅を管理する者の任務は､「自主組織を作らせないこと」(76頁)
である。社宅に勝手な団体ができたら、総務課員である夫の失点になるので
あった。社宅内の揉めごとを何でも会社に持ち込む妻たちは､「和を大切に」
という建前の下に､「集団結社の自由を許さない」という本音を実現する会
社にとっては有難い存在である (77頁)。
総務課の見解では、社宅にいる内は、会社の管轄内だということであり、
この見解に従えば､「会社員とその家族は、人生のかなりの期間にわたって、
私生活を会社に奪われることになる｡」(77頁)
この幼児教室とほぼ同じ運命を辿ったのは、関西のある企業城下町におけ
る女性社員が始めた地域文庫である (119頁以降)。
その女性は、社の社宅団地で暮らしてきた。文化行政の遅れたこの地域に
は公共図書館がない。彼女は、このことを背景にして、他の女性と共に、地
元の古びた集会所の一角を借りて、ささやかな地域文庫を作りあげた (130
頁)。
彼女たちの夫は、全員その社の社員である (123頁)。
社の労務課の保安係が、彼女らの活動に目を付けた。保安係は夫たちに、
彼女らの文庫活動の停止勧告を仄めかした。次に、保安係は、夫たちが入社
の時に保証人になった先輩社員の所へ行って、文庫を運営している妻たちに
それを止めるように、夫たちに言わせようと働きかけた。保安係のこの行動
によって、夫たちは強硬に妻に地域文庫の活動を止めるように迫った。会社
という男性社会の中では、妻を命令に従わせることのできない男は、そのま
ま人の上に立つ器量がないと評価されるので、かれらは何よりそれを恐れた
というわけである (125126頁)。
また、妻がその活動から手を引かないと転勤させるという言い渡しを受け
た者もいて、実際に北陸方面へ転勤命令が出た人間もいた。
家を持てば、こうした社宅管理から一見して逃れることができるように見
える。確かに社宅を離れて持ち家に移れば、社宅管理の対象から外れるよう
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だが、別の問題も生じて来て、ことは必ずしもそう簡単ではない。
その社の持家制度は、系列の不動産会社が開発した分譲地に家を建てるこ
とを条件にして、住宅金融公庫よりも低い金利で資金を貸す仕組になってい
る。持ち家を自由に定めて資金だけ借りることは許されない。それ故、この
構造の中では、持ち家を持ってみても、町内全体が社の社員ということにな
って、そこの婦人会は、社員の妻たちで構成されていることになる。
このように社の人間関係から逃れられない仕組みになっているばかりでは
なく、持ち家に移ることが、社から促進されることによって新たな問題、す
なわちローン生活が社員家族にとっては発生することになる。
つまり、会社側は、資金を貸与することによって、15年ないし20年と､
「黙々と真面目に働く人間を確保できるためか、持ち家制度を積極的にすす
めてきた｡」(129頁) 中年になって社宅住まいの社員は、何となく居心地が
悪い雰囲気が作られる (130頁)。
このことは、年齢に連れて社宅使用料が上がることと相俟って、持ち家購
入へと社員を駆り立てるのである。そしてやっと手に入れた持ち家での生活
では、ぎりぎりのローン生活が待っているという仕組みである。家を買うの
が無理な社員まで､「会社が指導する生活ビジョンにふりまわされ、背伸び
してローン生活に入らされているような気がする｡」(130頁)
社宅に住むか、ローンに縛られて他の社員と同じ分譲地に住むか、それ
以外にかれらの選択はないのである。
こうして、住生活を社に委ねていることは、社側からの管理や利用に繋が
るのである。
社側からの管理については、具体的には幼児教室や地域文庫の開設への圧
力という形で現れる。
まず一方で、活動内容が何であれ、自主的な活動は全て反乱と見なされ徹
底的に叩かれる (133頁)。
また他方で、社側は住生活を把握していることを利用もする。
「社員の余暇や私生活を会社のために管理する方向」(134頁) を社は押し
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進めるのである。
それは「家族ぐるみの管理」(134頁) の形態を取り、社宅団地祭り、独身
寮祭り、職場ごとの家族ぐるみレクリエーション、社宅の運動会、工場の運
動会、会社の運動会、子供の運動会等がそれらに当たる (134頁)。
「自分の都合で休暇を取ったりせず、職場の親睦会や家族ぐるみレクリエ
ーションに積極的に参加する姿勢が、人事考課にプラスに働く｡」(136頁)
こういう状況下では、例えば、作業長の立場の社員は、家族をハイキング
に連れてこなければ部下に示しが付かず、上司からは睨まれるであろうし、
また部下の方も、職場の和づくり、モラール向上に協力的でないと見られた
ら昇格の機会がなくなることを良く知ることになる (136頁)。
社ぐるみの活動だけではなく、地域活動への積極的な参加が社員の社内評
価を高めるということは、企業城下町独特の事情である (136頁)。
普通、男性は会社一辺倒で地域活動には見向きもしないのだが、この企業
城下町では、団地の自治会長や地域子供会の会長を務めることが、出世の早
道とされている。それらの役職には、会社の上層部から指名した人が就くこ
とになっている。その結果、子供会の会長が､「出世に目を血走らせた陰気
な中年男」が務めることになり、子供が寄り付かない等ということにもなる
(137頁)。
こうした社ぐるみの活動に妻たちが巻き込まれていくのである。妻たちが
これに巻き込まれるのには理由がある。別に、夫の人事考課に響くというだ
けではない力が働くのである。つまり、彼女らの「日常がつまらないもので
あればあるほど、そこから脱出させてくれる力への感動は大きく、それに対
する絶対服従や狂信へと容易に導かれる」(139頁) のである。
ましてこの活動に参加することは夫の昇格昇給に繋がるのだから、自ら進
んで会社への「忠誠競争」(139頁) に参加する女性が生まれるのも決して不
思議ではない。
こうして暮らしの中での人と人との付き合いや、それを基礎にした地域活
動は、この企業城下町では､「会社との一体感の形成に収束していくのであ
渡 辺 敏 雄10
る｡」(139頁)
さらに別の社を中心に作られた企業城下町で行なわれていた、卵購入グル
ープに対して掛けられた企業の圧力の事例も紹介されている (146頁以降)。
「会社にとっては、人間の心の自由なんてとんでもないことで、全員が一
つの方向に固まってもらわないと困る」(149頁) のである。こうした圧力を
かける一方で、社員の家族を企業のために利用しようとする姿が、ここでも
同じく見られる。
その社の企業城下町は、比較的歴史が浅いので、江戸時代からの古い伝統
のあるこの町の地元の人々の中には、社に跪きたくない気持が根強いのであ
る (155頁)。また、社員の子供と地元の子供の間にも軋轢が見られる (155
頁)。
このような事情を背景として、社は地元との融和政策に熱心であって、こ
こに社員の妻を活用し､「地域に、社員や奥さんを送りこんでボランティア
活動をすすめている」(155頁) のであった。
この城下町で見られる特徴は､「教育の労務管理化」(156頁) であって、
この町の中学校の教育を見ていると、社の労務管理と酷似している。
すなわち生徒を班ごとに組織し、リーダーになった子供は、宿題を良く忘
れる子供の家に電話をかけて、宿題の提出をしないと班に迷惑がかかること
を伝える。連帯責任制を取り入れて、生徒たちに自主的に相互に監視させ、
学校側にとっての良い子を作る体制である。この町では、父親のやっている
ことを子供もやるというように、無抵抗にそうした体制を受け入れていく土
壌ができあがっているのである (156157頁)。
親たちの教育への関心については、会社の序列が町中に覆い被さっていて、
夫の学歴がそのまま地位や収入に繋がるのを見せ付けられているから、わが
子の成績だけが関心事で、凄まじい進学熱が見られる。
この中では「息子が第一志望の高校を落ちてしまったために、そのお母さ
んは挫折感にとらわれて、人前に顔を出せなくなった」(157頁) ということ
も起こった。職業を子供に継がせることができないサラリーマンの妻たちは、
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子供を教育して父親以上になるようにする役割を担わされている。
この町の中心となっている会社の社宅に入っている女性は、このような大
きな使命感をもって、子供の教育に臨むのである (158頁)。
会社の序列が、町中に覆い被さっていることは、夫の学歴がそのまま地位
や収入に繋がるという認識を町中に植え付けるのみではない。そうした事態
は、この町の住民としての女性の序列も作りあげる。
社の大卒社員の奥さん、高卒社員の奥さん、主要系列会社の奥さん、弱小
下請け会社、臨時工等の奥さん (163頁)、という順序である。
 企業王国の虚像の家族
さらに木下氏は、会社の管理の浸透によって、夫婦が父母の役割を果たす
ことが不可能になっていく事態を巡って、事例を紹介しながら、次のように
論じている。
そしてその事態は、より広くは家庭がそれ独自の価値観を育成する場では
なく、労働者が企業のために準備待機する場に転化してきたことと軌を同じ
くする。
日本の企業社会では、夫は妻のことを言われただけで自分が家庭を統治す
る器量がないと批判されたように受け取るのである (185頁)。例えば新聞の
投稿欄に「庭のひまわりが大きく咲きました」式のエッセイを載せたために、
社で妻を名文家と言われて夫が赤面し、かれは妻を叱責したということも起
こる風土が存在する (186頁)。
プラスの行為をした女性ではなく、マイナスをしない女性こそ、理想なの
である。
社宅の中で「賢い奥さん」と言われる女性は、この規範をもともと身に付
けている女性なのである (186頁)。
主体的な行動が極端に抑制されることが、妻の人間性にどう影響するかは、
企業社会の夫の関心外であって、かれらは、社の中における自分の立場のた
めにだけ妻を教育しようとする。夫をそう駆り立てるのは、殆どの男性が目
渡 辺 敏 雄12
覚めている全ての時間を捧げている会社以外の世界を知らないという事実で
ある。
このように企業は、その社員である夫と妻の夫婦の管理をしようとするわ
けであるが、夫婦ができあがる際にも既に家族が企業の体制下に入る土壌が
できている。それは、職場結婚の多さである。ホワイトカラーの社宅におい
ては、社内結婚の夫婦が、ある所では、８、９割に達し、大抵半数を超える
社内結婚組が入居していた (187頁)。
社内の男性と結婚する女性は、男性社員をこの会社で働きやすくする内助
の仕方を学んでいる「社風にあった嫁」(189頁) である。
そうした女性には社宅の中でも、社の家族ぐるみの行事に他所から来た奥
さん方を連れてきたり、社員家族の状況を労務課に伝える役目を果たす「企
業一家の形成のための働き」(190頁) を期待することもできる。
こうして、家族は企業によって企業のために作られていく。
女性は、会社内には20代半ばまでしか居場所がないことを知らされ、家庭
に入った方が良いと判断させられた上で、相手の男性の社内の評判やこれか
らの可能性を見定めつつ結婚を決意する。
男性も、自分の会社人としての人生を家庭で支える役割が果たせそうかど
うかで女性を評価するようになるのである (190頁)。
男性の見方には社風が貫徹していることを考えれば、会社から社内結婚の
夫婦を位置づければ、会社内で、将来長期的に忠誠を尽くし社のためになる
夫婦が一組できあがったというわけである。
こうして家族まで作りあげてしまう企業は、今度は、家族が住む住環境を
も企業の視点から作りあげてしまい、これに家族の方を合わせようとする。
先述のような企業側から提案のある自己資金作りのモデルケースと優遇的
な融資利率がそれに一役買っている9)。社宅に住んで何歳までにいくらの自
己資金を貯め、社からどの程度資金を借りてどの程度の家を買えば、生活を
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9) 本稿「Ⅱ 社宅の鬱屈 (2) 異端者の排除」参照。
破綻させずに家を持てるという「確かな案」(199頁) が提示されるのである。
「会社がどのように男性社員を働かせようとするかの方針に従って、福利
厚生の住宅対策が立てられ、社員はそれによって一定の生活水準を保証され
つつ他の人生への選択肢を失っていくのである｡」(200頁)
企業に働く男性たちの生活を支える福利厚生は、分散した個々の施策を統
合して「ライフサイクルに対応した福祉体系となり、物質的経済的援助の次
元を超えて、精神面を含めた人生設計全般を指導するところまで発展しつつ
ある｡」(200頁) 企業によっては、勤務期間中のみならず、老後生活にまで
「健康づくりモデル表」(201202頁) を作って、社員に教育を施そうとする。
ここに、それまで全生活を託していた企業から切り離され、企業が作ってく
れた健康モデル表に従いながら生活する定年の男性の虚脱した姿が浮かび上
がる。
以上のように、企業に男性が全生活を託しているので､「わが子も含めて
小さな子らが安心して遊べる公園がほしいというとき、暴力が多発する中学
校に親たちが真剣に対処しようとするとき」(204頁)、そこに登場する父親
は、企業に忠誠を尽くし問題を起こすことを恐れ、問題解決の力にはならな
い人物である。
「会社人としての人生は、人間の暮らしに必要な課題には間に合わないの
である｡」(204頁)
さらに、女性側について言えば、企業が社員の妻たちに求めるのは、労働
力を再生産して職場に送り出す働きである (207頁)。
帰宅した夫に微笑んで見せることが「企業が命じる妻の『役割』」(211頁)
とばかりに妻に対して施される企業内訓練の訓辞10) や、赴任した夫の後を欠
渡 辺 敏 雄14
10) ある会社の人事課作成の社員の妻向けのテキストが紹介されている (207209頁)。
「会社をひけてわが家の玄関の戸をあけただけでほっと心の安まるような家庭があっ
て今日の疲れが回復し明日への活動力の源となる」(207頁) という立場を基本とする
このテキストには警告として､「会社のことは絶対しゃべらない｣､ ｢家事のことはタ
イミングを心得てきりだすこと｣､ ｢会社が大事か家庭が大事かなど追いつめないこと｣､
｢子供中心もほどほどに」(208頁) 等が盛り込まれている。
けている「部品をはめこむように」(211頁)、社内の人間が送り込まれる留
守宅相談員制度11) に､「夫婦や家庭というものは、それぞれが決まった役割
を果たすことによって成立」(211頁) し､「それらは企業の内部のものであ
り、企業目的にそって機能するという発想」(211頁) の極致が見られる。
働く側が男性として本文献では話が進んだが、その配偶者と企業との関係
を考えれば、企業は、男女夫婦それぞれに、父母という機能を無力化する傾
向を持っていると明言できる。
最近は、こうした社宅管理の鬱屈からは逃れて生活したいという性向が当
然のように出てきている。立地条件の良い所に住めるというかつての社会的
事情からは変化があったことも一要因であり、民間の住宅を選好する性向で
ある12)。
さて、われわれの見解によれば、企業は私的生活としての家族にまで管理
の領域を広げて、企業構成員以外の家族構成員にまで企業の都合で行動する
よう仕向けたのであった。
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11) 留守宅相談員制度について、ある総合プラントメーカーの例が紹介されている。そこ
では、社員を単身赴任で海外に送り込む時、留守宅には､「留守宅相談員制度」と称
して相談員が家族の問題に対処する制度が取られている (209210頁)。その制度は、
相談員といっても、その社の人事部の社員であって、かれらが留守家族に、給料を届
けかたがた見舞いをし、さらに、子供の進学、住宅の新・増築、生命保険の手続や財
産の管理、夫人の就職等の善後策を講じるという内容を持つものなのである。
12) こうした最近の社宅忌避の事情についてわれわれは、次の書物から引用を行ないたい。
前田勇記『家庭のない大国』(山手出版、1996年)。
「かつて、一般国民が住宅難に悩まされていた時代には、立地条件の良い瀟洒な
『社宅』に住むことが、エリート・サラリーマンを夫に持った証しであり、妻たちの
誇りの一つだったろう。……しかし、やがてその社宅も人気が凋落する。職場での夫
のステータスが社宅に持ちこまれ、それが妻たちの位階にもなったからである｡」(前
田、前掲書、107頁)
「ヨコ社会の自由な人間関係の中で生きたい奥さんがたは、タテ社会の雛形のよう
な社宅の雰囲気には辛抱できず、民間の住宅事情が好転してくると、たとえ社宅より
居住条件が悪く、借金まで背負わければならないとしても、民間のマンションを購入
して逃避するようになった｡」(前田、前掲書、108頁)
ただし組織構成員の家族が民間の住宅に移るには、本稿で紹介したように、会社の
住宅購入プランが存在するわけであるから、組織構成員が民間の住宅を自由購入する
ということは、そうしたプランから逸脱していくことから派生する負の障壁を越える
覚悟をしなければならない。
つまり、もし働いているのが男性なら配偶者の女性はそれを補助する役目
に徹するように行動することが仕組まれ、一方で、男性の労働力を再生させ
るに相応しい家事労働を受け取り、他方で、男性に近隣を含めた家庭内の諸
問題の火の粉が飛ばないようにすることが目論まれる。
その結果、女性は母親と言うよりは「企業戦士銃後隊」の一員としてしか
見なされないようになり、母親としての機能を無力化され、同様に深刻なこ
とには、そもそも企業戦士としての男性は、父親としての機能をほぼ無力化
されるのである。
社員の家族が企業目的に沿ってしか考えられず、それに役立つようにだけ
でしか位置づけられていない事態は、女性の立場を不安定なものにもする。
われわれは、企業社会と家庭生活との関連を社会への企業の管理の浸透作
用として見てきた。
ただし、企業社会では上記のように、企業で働く人々が家庭内で果たす役
割の変質作用をも持っていると考えられる。
この変質作用は、企業管理の浸透作用から一歩先にあり、その限りでは企
業管理を遠因として成立する現象であり、企業管理との直接的な関連で考察
される現象ではなく、家族についての精神分析学的な分析対象である。
だが、企業社会における家庭では何が現象しているのかを広い範囲で把握
しておくことも企業管理の浸透作用を考察し、場合によっては特定の観点か
ら提言をなすときに重要な示唆を与え得るので、われわれは以下で、補論と
して企業社会における精神分析学的立場からの家庭問題を一瞥しておこう。
その論述は、企業社会では父親の役割が不在になることは、日本の家族が、
父、母、子供から成り立つという軸を破壊するという論調での家庭の分析で
ある。
 補論：企業社会と父親の不在
妙木氏は精神病理学の立場から日本の家庭を分析する13)。
かれの分析の基本は、家庭でも金銭の出所が問題でありそれを持つ所に力
渡 辺 敏 雄16
が芽生えるというものである。逆に、経済的な居場所がなければ権威を示せ
ない。父親は、家庭内では傾向的に唯一の金銭の出所でありその意味で父親
には権威がある。ところが日本の企業社会では父親の背後には必ず企業があ
りこれが父親を代理していて父親も家庭内で企業第一に振る舞い、結局、権
威は雲散霧消して行って権威ではなく庇護の根源となる。日本では､「母親
と子供は企業に庇護され、企業が官僚に庇護されてい」(220頁) るのである｡
「父親は『兵士』なので、家族の一員というよりも会社の一員で」(221頁)
ある。
庇護社会である日本では、財産権や子供の養育、あるいは仕事といった経
済的なシステムの中で女性がそれなりの地位を占めてきた半母性社会という
長期間にわたって日本の社会の特徴であった意味とは異なる、父親不在で家
庭内の諸問題の解決が全て母親に依存する母性社会が存在する (224頁)。
家庭内問題をどうしていいか分からないという父親不在は社会病理学的意
味での家族アイデンティティー14) の危機を生み出した。
この危機の典型は家庭内暴力である。
子供が家庭内で自分の問題を発散したり表現するのが家庭内暴力であって、
日本の家庭内暴力の特徴はその対象の大半が母親であるということである。
妙木氏によれば、こうした暴力が起こる原因はしつけ等の親の態度への反発
とされるが、これは表面的であって、真因は社会と家族のシステムのゆがみ
であって、それは「企業戦士」(232頁) である父親が家族にいないことであ
る。
子供は社会化するに際して接点を必要とするが日本の多くの家族の場合母
親がその役割を担う (232233頁)。
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13) 妙木、前掲書。
われわれは、以下Ⅳの本文と脚注の引用をすべてこの書物から行なうので、特に断
らない限り頁数はこの書物のものである。
14) 家庭崩壊には、非行や登校拒否といった問題行動の顕在化という意味での社会病理学
的意味での家族アイデンティティーの危機を指す家庭崩壊と、嬰児殺しといった現実
の家族の形を崩壊させる家族社会学的意味での家庭崩壊もあるのである (妙木、前掲
書、230頁)。
父親が実在としても家族に不在でも母親が父親を情報として子供に与え社
会との接点とすることが出来れば父親はその役割を果たせるが、こうした情
報としての父親の姿も日本では喪失している。
さらに問題が起きた時の解決を困難にする事情は、日本では家庭内に第三
者あるいは市場原理を入れて子供を一旦夫婦から遠ざけて夫婦だけの時間を
持ち冷却期間を置くことが出来ないことである。
ここから妙木氏は、日本のような庇護社会では社会を代表する第三者とし
ての父親的役割を果たす立場に自分たちの身を置くことを提唱している。よ
り具体的には、第三者を家庭に入れて問題を開放していくことこそ、日本の
庇護社会的な家族における諸問題を解決する方法であるとする (235頁)。
そして最近ようやくさまざまな問題がマスコミで取り上げられ、社会全体
が家族内問題を公的に議論するようになってきたのは「公の方が家庭のなか
の母子密着状態に介入したわけ」(237頁) であり日本の家庭内問題の解決に
向けての前進であるとする。
これは庇護の源泉としての企業を背負った父親中心の庇護家庭の崩壊でも
ある。約言すれば、庇護社会は家族アイデンティティーの危機をもたらした
が、それが第三者の介入の傾向によってその特質を希薄化しようとしている
のである。
 企業社会と市民生活―結びにかえて―
企業社会においては、商品化に伴ってますます市民生活が便利になり、市
民生活は、商品それ自体によって喜びを享受したり、商品がもたらす利便性
による余剰時間により自由時間を享受したり出来るようになった。
しかし他方で、商品は一方で人々の健康を損なう等の害悪をもたらし､さ
らには、人々の生活熟練を奪う形で家庭生活の変化をもたらす15)。
こうした事態について考察するためには、まず家庭生活の目指す所ないし
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15) 村田、前掲書、191頁参照。
理想を明確にしていく必要がある。それとの関わりで商品化の影響を捉える
べきであるというのがわれわれの見解である。
さて、われわれは、企業から生じる社会に対する影響は、確かに商品化に
よるものが大きいことを承服する。
しかし、人々が労働する場所の多くは企業の中に求められる16) という面か
らは、労働を管理するという企業内部的必要が当然発生し、労働管理という
面は企業外部に及ぶことをわれわれは忘れてはならない。
それが、ここにわれわれが紹介した社宅における家庭生活への企業の管理
の浸透の理由である。
なぜ家庭生活へ企業の管理が浸透するのか。
労働力は人格とは切り離せない形で企業内に雇用される。逆に、労働者が
企業から帰宅したら、労働力管理は終了するが、人格への影響は続く。ここ
に私生活への企業管理の浸透作用の切掛けがある。
つまり、人格への影響を企業の意図に収まるように統制することが企業の
管理のひとつの側面となっているのである。
家庭生活における人格へのこうした影響が、労働者の企業内への行動へ持
ち込まれるならば、企業の立場からは、労働者が企業の管理の意図通りに行
動するようにし向ける可能性が増すのである。
企業から行使されるこうした人格への影響が、企業の管理のひとつの側面
であることは、サイモン (H. A. Simon) の管理行動論から明らかである17)。
企業は、一方で、企業構成員の短期的記憶に影響を与えて、直近の行動を
企業に都合の良いように導く意思決定前提を思い起こさせようとするのみな
らず、他方で、意思決定前提の母体である長期的記憶を企業の都合の良い情
報で充たす努力をする18)。
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16) 村田、前掲書、４頁参照。
17) H. A. Simon, Administrative Behavior, Macmillan, 1957. (邦訳、松田武彦・高柳 暁・
二村敏子訳『経営行動』(ダイヤモンド社、1965年))
18) 組織構成員に対する影響のサイモン的な理論については、さらに次をも参照のこと。
渡辺敏雄『管理論の基本的構造 [改訂版]』(税務経理協会、2000年)。
ここに言う意思決定前提の母体である長期的記憶は、人格であり、企業が
まさに企業内のみならず私生活の時間においてまで管理しようとする対象な
のである。それを時間を掛けて徐々に都合の良い情報や価値で充満させ、都
合の悪い情報や企業批判的価値を脱落させる過程を形成することによって、
企業は企業志向的人格を形成するのである。
もう少し詳細に説明するならば、本稿で取り上げた事情は、別の組織へ移
動する (move) という事態にまつわる事情と見られる。
組織から個人が別の組織へと移動することについては、マーチ ( J. G.
March) とサイモンによれば19)、複数の変数が影響する。かれらの見解によ
れば、移動については、大きく分けて､「組織を移動する知覚された願望」
と「組織を移動する知覚された容易さ」が影響する。
そのうち本稿で取り上げた企業組織による過度の一体化の形成努力につい
ては、われわれは簡潔ながら次のように纏められるであろう。
個人にとっての可視的な組織の数 (number of organization visible to the
participant) が、代替的選択肢としての外部組織の数に影響する。個人にと
っての可視的な組織の数は、個人的接触の異質性 (heterogeneity of personal
contacts) が大であればあるほど、多くなる20)。企業組織による過度の一体
化の形成努力は、組織構成員に、個人的接触の異質性を認識できる機会を減
少させ、それによって他の企業に移動しようという認識をそもそも阻もうと
しているのである。
大筋をこうした説明方法で要約することは可能であるが、ただし、社宅に
ついてわれわれが本稿で紹介した文献は、こうした説明によっては圧縮でき
ない多くの含意を含んでいる。
①企業は社宅を自らの管理領域内と認識している。
②家族構成員をも管理下に置こうとする。
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19) J. G. March and H. A. Simon, Organizations, John Wiley & Sons, 1958, pp. 93106. (邦
訳、土屋守章訳『オーガニゼーションズ』(ダイヤモンド社、1977年)、141161頁)
20) J. G. March and H. A. Simon, op.cit., pp. 103104. (邦訳、156157頁)
③家族の世話を名目にしながら、企業構成員の結婚・住宅購入・老後生活
設計を含むその家族の一生の将来設計を押しつける。
④その過程で父母と子供が持っている役割を取り上げ無力化してしまう。
⑤地域社会の教育にまで管理を浸透させる。
少なくともこれらの現象をわれわれは読み取り得る。
われわれは、管理化にはこれらを含めさらにどのような側面があるのかを
追求し、その説明を試みなければならない。
また管理化とならんで、社会への企業の影響の少なくとももうひとつの面
である商品化の浸透は、市民生活に対してどのような影響をもたらすのかを
追求しなければならない。
われわれは次稿では、特に商品化を巡って、市民生活に対するその影響を
把握する理論的枠組みを取り上げて検討しよう。その中で相対化されながら
企業の管理化の社会に対する影響の意味も自ずからより明瞭になるであろう。
(筆者は関西学院大学商学部教授)
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